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令和３年２月17日 

建設水道課 都市計画係作成 

 

よくある質問（Q&A）について 

 

届出の基準について 

 

Ｑ）開発面積が1,000㎡に満たないけど届出の必要があるか。 

Ａ）土地の面積が1,000㎡以上の土地であれば届出が必要です。 

 

Ｑ）一つの筆は1,000㎡ないが、開発を考えている土地の筆の面積を合計すると1,000㎡以上になる

場合は、届出の必要があるか。 

Ａ）届出が必要です。 

 

Ｑ）土地の形質変更の考え方を教えてほしい。 

Ａ）30ｃｍを超える切土、盛土又は土木工事等によって物理的形状を変更するものです。その他、樹

木を伐根まで行う際も形質の変更とみなします。 

 

Ｑ）空き地を資材置場として土地を利用したい。建築物は予定していないが届出が必要か。 

Ａ）建築物を予定していなくても資材置場として利用するために土地の形質変更に該当する行為を行 

う場合は必要です。 

 

Ｑ）土地の面積が1,000㎡ないが、集合住宅などの大きな建築物を建てたい。 

Ａ）建築物の新築、増築、又は改築の際に、高さ13ｍ、建物の延べ面積が500㎡を超える場合は開発

の届出が必要です。 

 

Ｑ）当初開発行為に満たない面積で造成を行ったが、事業を拡大するために隣接地も造成したい。そ

の土地は1,000㎡ないが、開発行為の届出の必要があるか。 

Ａ）継続的又は計画的に開発しようとする場合、面積の合計が1,000㎡以上になる場合は届出が必要

です。利用目的や計画を含めて町と協議してください。 

 

Ｑ）届出が必要にならない開発行為を教えてほしい。 

Ａ）「農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する農用地区域内において、農業

の用に供することを目的として行う行為」、「非常災害のため、必要な応急処置として行う行為」 

「既存目的に使用する施設などの維持管理のための形質の変更」などがあります。詳しくは、町

までお問い合わせください。 
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分筆行為に関すること 

 

Ｑ）1,000㎡を越える土地で分筆を考えている。開発の届出が必要となるか。 

Ａ）届出が必要です。ただし、分筆のみであれば添付書類が簡略化されています。使用目的などを設

計説明書に記載していただくことになります。 

 

Ｑ）1,000㎡を越える土地を持っていているが、一部に住宅を建てるため使いたい。開発の届出が必

要となるか。 

Ａ）届出が必要です。ただし、残地は現状のまま利用することが条件となり、その旨を設計説明書に

記載していただきます。その後、残地を利用する場合には、事前に町と協議して必要に応じて開

発行為届書を提出していただくことになります。なお、分筆を行って使用する場合には添付書類

が簡略化されています。 

 

Ｑ）自分の土地を分筆して子どもたちに譲りたい。土地の面積が1,000㎡超えている場合は届出の対

象となるか。 

Ａ）相続や贈与のための分筆は対象外となります。 

 

太陽光発電設備に関すること 

 

Ｑ）太陽光発電設備の1,000㎡は、土地の面積かパネルの設置面積なのかどちらか。 

Ａ）土地の面積になります。 

 

Ｑ）土地面積が1,000㎡を越える土地に建物を持っている。屋根の上に太陽光発電設備を設置する場

合も届出の必要があるか。 

Ａ）土地に自立して設置する太陽光発電設備のみが対象となっているため、届出は必要ありませんが、

規模によっては、長野県景観条例に基づく届出が必要になる可能性があります。町にお問い合わ

せください。 

 

Ｑ）太陽光発電設備の設置を考えているが、開発行為の届出だけ提出すればよいか。 

Ａ）開発行為に該当する場合、「御代田町太陽光発電事業の適正な実施に関するガイドライン」を遵

守して設置を検討してください。また、長野県景観条例に基づく届出も必要になる可能性があり

ます。太陽光発電設備については、設置までにさまざまな問題が発生することが多いため、計画

がありましたら、早めに町と協議するようにしてください。 
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届出に関すること 

 

Ｑ）届出の提出後、どのくらいで工事を着手できるか。 

Ａ）工事着手が可能となる不勧告を通知するまで、届出を受理してからおよそ３週間を要します。す

べての書類が揃ったところで受理となりますので、計画的なスケジュールの調整をお願いします。 

 

Ｑ）届出の提出にお金はかかるか。 

Ａ）手数料などの費用はかかりません。 

 

Ｑ）提出する副本はコピーでよいか。 

Ａ）コピーで構いません。不勧告通知書をお渡しする際に副本もお返します。 

 

Ｑ）都市計画法による開発行為の申請を行うが、町の届出も必要か。 

Ａ）届出が必要です。なお、重複する書類については、町の開発行為には写しを添付していただくこ

とで構いません。 

 

Ｑ）道路後退について教えてほしい。 

Ａ）建築基準法第 42 条第２項に規定する道路に隣接している場合は、幅員４ｍを確保していただく

ことになります。道路後退部は整備後に帰属していただくことが基本となります。整備方法につ

いては、道路管理者より別途指示がありますので、指示に従い整備してください。また、大規模

な開発など周辺に大きな影響を及ぼす開発については、これによらないことがありますので、別

途協議していただくことになります。 

 

Ｑ）当初申請した内容を変更したい。手続きを教えてほしい。 

Ａ）内容によっては認められないこともありますので、事前に町へ協議してください。協議により、

手続き方法をお知らせします。 

 

Ｑ）工事が完了した。何か手続きが必要か。 

Ａ）完了届書のご提出をお願いします。届出者（代理人可）立会いのもと完了検査を行います。目視

による検査を行えない箇所については、写真にて判断しますので、施工中の記録写真の撮影をお

願いします。 

 


